
平成１５年(ワ)第１９９２６号　特許権侵害差止等請求事件
口頭弁論終結日　平成１６年９月２７日
                        判決
       原　　　　　　　告　　　　　花王株式会社
       同訴訟代理人弁護士　　　　　中島敏
       被　　　　　　　告　　　　　 川商事株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「被告 川商事」という。）
       被　　　　　　　告　　　　　有限会社吉川化学工業所
　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「被告吉川化学」という。）
       被告ら訴訟代理人弁護士　　　畑井博
                        主文
        １　被告らは，別紙物件目録記載の物件を生産し，譲渡し，譲渡の申出を
し，又は使用してはならない。
        ２　被告らは，保有する別紙物件目録記載の物件を廃棄せよ。
        ３　被告らは，原告に対し，各自金１億５２２９万９４１４円及び内金１
億２７１２万５８７９円に対する平成１５年９月１１日から，内金２５１７万３５
３５円に対する平成１６年４月１日から各支払済みに至るまで年５分の割合による
金員を支払え。
        ４　原告のその余の請求をいずれも棄却する。
        ５　訴訟費用は，これを１０分し，その１を原告の負担とし，その余を被
告らの負担とする。
        ６　この判決は，第１項から第３項に限り，仮に執行することができる。
                        事実及び理由
第１　請求
  １　主文第１項及び第２項と同旨
  ２　被告らは，原告に対し，各自金１億６０００万円及びこれに対する平成１５
年９月１１日から支払済みに至るまで年５分の割合による金員を支払え。
第２　事案の概要
    　原告は，豆腐用凝固剤組成物についての特許権を有しているが，別紙物件目
録記載の物件（以下「被告各製品」という。）を被告吉川化学が製造し，被告 川
商事が販売する行為が原告の有する特許権を侵害するとして，被告各製品の生産等
の差止め，廃棄並びに各自１億６０００万円及び遅延損害金の支払を求めた。
    　これに対し，被告らは，被告各製品は，原告の特許権に係る発明の技術的範
囲に属しない等と主張して争っている。
  １　前提となる事実等（争いがない事実以外は証拠を末尾に記載する。）
    (1)　当事者
      ア　原告は，食品，食品添加物及び飲料の製造及び販売等を業とする株式会
社である。
      イ　被告 川商事は，苦汁工業製品その他各種工業薬品，食品添加物の製造
及び売買並びに輸出入等を業とする株式会社である。被告吉川化学は，苦汁を原料
とするブロム，苦汁加里塩，その他の製造等を業とする有限会社である。
    (2)　原告の有する特許権
      　原告は，以下の特許権（以下「本件特許権」といい，その請求項１の発明
を「本件発明」という。）を有している。
        　発明の名称　　　豆腐用凝固剤組成物
        　特許番号　　　　第２９１２２４９号
        　出願年月日　　　平成８年８月２０日
        　登録年月日　　　平成１１年４月９日
        　特許請求の範囲（請求項１）
                        　無機塩系豆腐用凝固剤とポリグリセリン縮合リシノー
ル酸エステルと油脂とを含有することを特徴とする豆腐用凝固剤組成物。
    (3)　本件発明の構成要件の分説
      　本件発明の構成要件は以下のとおり分説できる（甲３，４）。
      ①　無機塩系豆腐用凝固剤と
      ②　ポリグリセリン縮合リシノール酸エステルと
      ③　油脂とを含有することを特徴とする



      ④　豆腐用凝固剤組成物
    (4)　本件発明の作用及び効果
      　本件発明の豆腐用凝固剤組成物は，これを使用することにより，低温の豆
乳を用いた凝固，高温の豆乳を用いた凝固のいずれにおいても，塩化マグネシウム
等の風味を損なわない濃度で十分な硬さを有し，風味にも優れた豆腐を製造するこ
とができるという効果を有する（甲４）。
    (5)　被告らの行為
      　被告各製品については，被告吉川化学が業として製造し，被告 川商事が
業として販売を行っている。
      　被告らは，①別紙物件目録記載１の製品（以下「被告製品Ａ」という。）
について，平成１０年５月ころから平成１３年７月ころまで製造，販売をし，②別
紙物件目録記載２の製品（以下「被告製品Ｂ」という。）について，平成１３年９
月ころから，製造，販売を開始し，③別紙物件目録記載３の製品（以下「被告製品
Ｃ」という。）について，同９月以降の時期から，製造，販売を開始した（なお，
被告らは，被告製品Ｂ及びＣについて，いずれも「ミルキィニガリＫ」という商品
名を付していると主張する。しかし，食品衛生法に基づく表示によれば，両者は，
グリセリン脂肪酸エステルの含有量及びソルビタン脂肪酸エステルの含有の有無の
点で相違するので，別個の製品として，区別して検討する。）（甲５，６，２
８）。
    (6)　被告各製品の概要
      　被告各製品は，塩化マグネシウムと油脂を含む豆腐用凝固剤組成物であ
る。塩化マグネシウムは，無機塩系豆腐用凝固剤に該当する（甲４【０００４】）
から，被告各製品は，本件発明の構成要件①，③及び④を充足する。
  ２　争点
    (1)　被告各製品は，本件発明の構成要件②を充足するか（争点１）
    (2)　原告の受けた損害はいくらか（争点２）
  ３　争点についての当事者の主張
    (1)　争点１（被告各製品は，本件発明の構成要件②を充足するか）について
      （原告）
      ア　被告各製品にはグリセリン脂肪酸エステルが含まれている。同グリセリ
ン脂肪酸エステルは，ポリグリセリン縮合リシノール酸エステルであり，被告各製
品は，本件発明の構成要件②を充足する。
      イ　すなわち，被告各製品を加水分解し，これによって生じたリシノール酸
を定量し，ポリグリセリン縮合リシノール酸エステルに換算した分析結果（甲２
０）によれば，被告各製品にはポリグリセリン縮合リシノール酸エステルが含まれ
ている。前記分析結果によれば，被告各製品中のポリグリセリン縮合リシノール酸
エステルの含有量は，被告製品Ａにおいて１．６１重量パーセント，被告製品Ｂに
おいて０．３４重量パーセント，被告製品Ｃにおいて０．２２重量パーセントであ
る。
        　上記分析結果は，被告各製品中に遊離のリシノール酸が存在しないこと
を示す分析結果（甲２４，３２）及び試料を加水分解することによってリシノール
酸を生じ得る食品添加物はポリグリセリン縮合リシノール酸エステルのみであるこ
とを示す文献（甲２３，２５）などにより，その正当性が裏付けられる。
      （被告ら）
      ア　被告各製品には，ポリグリセリン縮合リシノール酸エステルが含まれて
いない。被告各製品に含まれるポリグリセリン脂肪酸エステルは，ポリグリセリン
エルカ酸エステルである。
        　甲２０の分析結果により，被告各製品から検出されたリシノール酸は，
被告各製品において用いられているコーン油に由来するものであり，ポリグリセリ
ン縮合リシノール酸エステルに由来するものではない。
      イ　被告各製品を加水分解してリシノール酸を定量し，ポリグリセリン縮合
リシノール酸エステルに換算した分析結果（甲２０）は，以下のとおり，信頼性が
なく，これに基づいて，被告各製品にポリグリセリン縮合リシノール酸エステルが
含まれているとすることはできない。
        　すなわち，ポリグリセリン縮合リシノール酸エステルは，現在の分析技
術では，検出不可能である。また，リシノール酸は，コーン油や，その他高分子化
合物にも含まれているところ，同分析は，リシノール酸がポリグリセリン縮合リシ



ノール酸エステルにのみ含まれるという前提で換算している点で誤りがある。
    (2)　争点２（原告の損害）について
      （原告）
      ア　特許法１０２条１項に基づく損害額
        (ア)　被告各製品の販売額
          　被告らは，以下のとおり，本件特許権の登録時である平成１１年４月
から平成１６年３月末までの間に，被告各製品を合計５７７．３８６トン製造，販
売し，その販売額は２億４７８６万２０００円であった。
                            販売量（トン）　　　　　　　販売額
          　平成１１年度　　９８．１５４　　　　　４７３５万円
          　平成１２年度　１２８．３９４　　　　　５２８６万円
          　平成１３年度　１２５．６４０　　　　　５２７１万３０００円
          　平成１４年度　１２９．７６２　　　　　５４６９万４０００円
          　平成１５年度　　９５．４３６　　　　　４０２４万５０００円
          　　　合計　　　５７７．３８６　　　２億４７８６万２０００円
          　上記によれば，被告らのトン当たりの販売価格は４２万９２８３円で
ある。
        (イ)　原告の利益率，その他の事情
          　他方，原告も，平成１０年４月以降，本件特許製品である豆腐用凝固
剤組成物「マグネスファイン」（以下「原告製品」という。）を製造，販売してお
り，原告の製品と被告各製品は，市場において競合している。そして，大量の機械
的製造に適する豆腐用凝固剤組成物は，原告製品及び被告各製品以外の競合商品が
ほとんど存在せず，両製品で市場のほぼ９割を占めている。
          　なお，原告による原告製品の製造及び販売の能力は，年間４０００ト
ンの余力がある。
          　原告製品の製造及び販売に関し，限界利益率は６４．３パーセントで
ある。
        (ウ)　したがって，原告の損害は，１億５９３７万５２６６円となる。
      イ　特許法１０２条２項に基づく損害額
        (ア)　被告各製品の販売額
          　平成１１年４月から平成１６年３月までの被告各製品の販売額は２億
４７８６万２０００円である。
        (イ)　被告各製品の経費率
          ａ　原材料費（包装費等を含む）が，９０５６万８０００円（３６．５
４％）であり，運賃が１５０１万円（６．０６％）であると推認されるので，これ
を基礎とすると被告らの経費率は４２．６０％となる。
          ｂ　なお，ニガリ（塩化マグネシウム）は，被告吉川化学が自家製造し
ているので，ニガリの原価は，１キログラム当たり５０円と推認される。仮に，自
家製造を前提として算定した場合には，原材料費は，７４１１万２４９９円（２
９．９０％）となり，運賃（６．０６％）を加算すると，被告らの経費率は３５．
９６％となる。
        (ウ)　利益額
          ａ　被告らの利益額は，販売額に利益率（５７．４０％）を乗じると，
１億４２２７万２７８８円となる。
          ｂ　仮に自家製造を前提として算定すると，被告らの利益額は，販売額
に利益率（６４．０４％）を乗じた，１億５８７２万６５１１円となる。
        (エ)　したがって，原告の損害は１億５８７２万６５１１円ないし１億４
２２７万２７８８円と推定される。
      （被告ら）
      ア　特許法１０２条１項に基づく損害額について
        　原告製品や被告各製品のように，乳化型ニガリは豆乳凝固法の一部にす
ぎず，通電加熱法を用いていたり，自社製ニガリを用いている豆腐製造業者もいる
から，原告製品及び被告各製品で全国の９割を占めるということはない。
        　そして，被告各製品の需要者は，これを用いた豆腐の風味が良いという
被告各製品の品質に着目する者，あるいは，被告らが卸売業者を通じて長年取引を
継続してきた豆腐製造業者などであり，原告製品の需要者とは需要層が異なる。
        　さらに，被告 川商事は，豆腐用凝固剤組成物を使用するための機械



（豆乳への添加機）の製造業者である株式会社星高に被告各製品を販売している
が，同社は，原告が取引を中止した取引先である。
        　以上からすると，特許法１０２条１項ただし書に規定する事情があると
いうべきであり，原告には損害はない。
      イ　特許法１０２条２項に基づく損害額について
        　被告各製品の製造及び販売については，原材料を他社から仕入れている
こと，少量生産であること，単価の低い卸販売であること，豆腐業界の不況に伴う
取引先からの値引要求，品質保証期間が短期であること等の事情から，低収益とな
っており，原告が主張するような利益は発生していない。
第３　争点に対する判断
  １　争点１（被告各製品は，本件発明の構成要件②を充足するか）について
    (1)　甲２０実験報告書の内容
      　株式会社東レリサーチセンターの実施した実験結果（甲２０）は，以下の
とおりである。
      　すなわち，甲２０の実験は，分析対象であるポリグリセリン縮合リシノー
ル酸エステルは，縮合リシノール酸とポリグリセリンのエステルであって，その重
合度，エステル化率などの異なる多数の成分の混合物であり，分析対象のみを的確
に分離できないことから，試料全体を加水分解し，リシノール酸を定量した後，標
準物質を用いてポリグリセリン縮合リシノール酸エステルを算定する方法を採っ
た。
      　被告各製品について，攪拌して上層，中層及び下層から試料を採取し，そ
れぞれ加水分解して脂肪酸を抽出し，抽出した脂肪酸をガスクロマトグラフィーに
より定性，定量分析を行い，平均値を計算した。その結果，リシノール酸につき，
以下のとおりの量が測定された。
              　被告製品Ａ　　０．７１重量パーセント
              　被告製品Ｂ　　０．１５重量パーセント
              　被告製品Ｃ　　０．０９重量パーセント
      　被告各製品中のリシノール酸の定量結果を，ＳＹグリスターＣＲ－３１０
（ポリグリセリン縮合リシノール酸エステル標準物質）のリシノール酸濃度に基づ
いて換算すると，被告各製品中のポリグリセリン縮合リシノール酸エステルは，以
下のとおりの算定結果が得られた（甲２０）。
              　被告製品Ａ　　１．６１重量パーセント
              　被告製品Ｂ　　０．３４重量パーセント
              　被告製品Ｃ　　０．２２重量パーセント
      　以上のとおりであり，被告各製品には，いずれも，ポリグリセリン縮合リ
シノール酸エステルを含有することが認められる。
    (2)　甲２０の実験結果についての評価
      　甲２０において，被告各製品から加水分解して得られたリシノール酸が，
ポリグリセリン縮合リシノール酸エステルに由来するものだけではなく，①遊離リ
シノール酸や②他の油脂由来のリシノール酸を含んでいる可能性があったか否かに
ついて検討する。
      ア　遊離リシノール酸が含有される可能性の有無
        　甲２４，３２によれば，被告各製品について，攪拌して上層，中層及び
下層から試料を採取し，それぞれ脂肪酸誘導体化試薬を加えて高速液体クロマトグ
ラフィーにより分析した結果，被告各製品中の遊離リシノール酸の含有量（上層，
中層及び下層の値の平均値）は，以下のとおりと測定された。
              　被告製品Ａ　　０．００４重量パーセント
              　被告製品Ｂ　　検出限界以下
              　被告製品Ｃ　　検出限界以下
        （なお，同分析において，ポリグリセリン縮合リシノール酸エステルの標
準物質である「ＳＹグリスターＣＲ－３１０」に含まれる遊離リシノール酸の分析
も行われ，エステル化していない遊離リシノール酸が０．０８ないし０．１６重量
パーセント含有されていると測定されている。）。
        　以上のとおり，被告各製品中の遊離リシノール酸の含有量は，無視でき
る程に微量であるといえる。
      イ　他の油脂由来のリシノール酸が含有される可能性の有無
        　被告は，被告各製品に含まれるリシノール酸は，コーン油に由来するも
のであると主張する。そこで，コーン油におけるリシノール酸の含有量について検



討する。この点，日清コーン油を対象とした分析（被告各製品中のリシノール酸含
有量の分析と同手法による分析）では，リシノール酸含有量は０．０３重量パーセ
ントと測定された（甲２０）。同結果によれば，コーン油由来のリシノール酸は，
無視できる程度の量であるといって差し支えない（被告吉川化学の依頼に係る乙１
２には，なたね油，ベニ花油，アマニ油，ごま油，しそ油，ひまわり油，コーン油
及びキャノーラ油を対象とした実験において，リシノール酸が，アマニ油において
１００グラム中０．１グラム含まれると測定されたほかは，いずれも，検出限界以
下であると記載され，甲２０とおおむね同様の結果が示されているともいえる。し
かし，同実験は，実験条件も明らかでなく，その信憑性は明らかでない。）。
        　なお，リシノール酸を含む可能性のある油脂としては，リシノール酸の
トリグリセリドを主成分とするひまし油がある（甲２１，２２）。しかし，ひまし
油は強下剤としての作用から，食品添加物としての使用は認められていないので，
被告製品にひまし油が使用されていたと認めることは到底できない（甲２３）。
      ウ　以上によれば，①被告各製品中には，遊離リシノール酸はほとんど存在
しないこと，②食品に含まれ得る油脂には，リシノール酸はほとんど含有されてい
ないこと，③被告らが被告各製品に含まれていると主張するコーン油の種類は不明
であるが，コーン油にはリシノール酸がほとんど含まれていないことに照らすなら
ば，被告各製品から加水分解して得られたリシノール酸は，ポリグリセリン縮合リ
シノール酸エステル由来のものであると認めるのが相当である。
    (3)　被告らの主張に対する判断
      　被告らは，①ポリグリセリン縮合リシノール酸エステルの検出は現在の技
術水準では不可能であり，原告の依頼した分析結果（甲２０）は信用できない，②
被告らの依頼した分析結果（乙３）によれば，被告各製品中にリシノール酸は検出
されていない，③被告各製品に含まれているのはポリグリセリンエルカ酸エステル
であるなどと主張する。
      ア　被告らは，ポリグリセリン縮合リシノール酸エステルの検出は現在の技
術水準では不可能であると主張し，これに沿った文献として，乙２の３及び乙６を
提出する。
        　しかし，甲２０の実験は，ポリグリセリン縮合リシノール酸エステル自
体を検出するというものではなく，前記のとおり，試料中のリシノール酸の定量分
析結果からポリグリセリン縮合リシノール酸エステルの含有量を換算するというも
のであるから，被告らの主張は採用の限りではない。また，乙２の３は，ポリグリ
セリン脂肪酸エステルの組成分析に関する文献であり，乙６は，食品中に添加され
たポリグリセリンエステルの分析について確立した手法はないとしつつも，種々の
分析手法を紹介しているところ，これらの文献においても，甲２０のような加水分
解及びガスクロマトグラフィーによる分析の信頼性を疑問視するような記述は示さ
れていない。その他，被告らの主張を裏付ける証拠はない。
        　したがって，被告らのこの点の主張は採用できない。
      イ　被告らは，被告らの依頼に係る分析結果（乙３，７，９）によれば，被
告各製品中にはリシノール酸は含まれないとする。
        　しかし，乙３には，分析実験結果の数値，ガスクロマトグラフ装置の条
件及びチャートのみ示されており，分析結果の信頼性を担保する，分析対象試料の
調整方法等の実験手法について，何らの記載もなく，基準試料の分析結果もない。
そして，分析対象試料の分析チャートには，リシノール酸を検出する（チャート上
でピークを示す）位置も示されていない。乙７，９においても，同様の問題点があ
る。
        　そうすると，これらの分析結果をもって，被告各製品中のリシノール酸
の存在を否定する根拠とすることは困難であり，被告らの前記主張を採用すること
はできない。
      ウ　被告らは，被告各製品に含まれているのはポリグリセリンエルカ酸エス
テルであると主張する。ポリグリセリンエルカ酸エステルの存在とポリグリセリン
縮合リシノール酸エステルの存在とは矛盾するものではなく，被告らのこの主張を
もって，被告各製品にポリグリセリン縮合リシノール酸エステルが含有されること
を否定することにはならない。
      エ　なお，被告らは，甲２０において採用しているポリグリセリン縮合リシ
ノール酸エステルの標準物質（ＳＹグリスターＣＲ－３１０）について，同実験で
採用したリシノール酸の濃度（４４重量％）は，理論値（異議決定を参考にすれ
ば，せいぜい７４から８０重量％と考えられる。）と乖離しているので，信頼性が



ないと指摘する（乙４７の１，４７の２）。
        　しかし，①甲２０の実験における分析対象である被告各製品には，縮合
リシノール酸とポリグリセリンとの重合度，エステル化率などの異なる種々の成分
からなるポリグリセリン縮合リシノール酸エステルが含まれている可能性があるこ
と，②ポリグリセリン縮合リシノール酸エステルを加水分解する過程で，加水分解
が完了しなかったり，再縮合されたりする等，さまざまな反応が生じ得る可能性が
あること等から，分析で用いたリシノール酸の濃度が被告らの主張に係る濃度と整
合しないことをもって直ちに上記実験結果の信頼性が減殺されるとはいえないこ
と，③被告らにおいて，同一条件の下で追試し，その結果を検討するような分析を
一切行っていないこと等に照らすならば，この点の被告らの指摘は採用できない。
    (4)　小括
      　以上のとおりであって，ポリグリセリン縮合リシノール酸エステルは，グ
リセリン脂肪酸エステルの一つであり，食品添加物としての利用が認められている
こと（甲２５）を併せて考慮すれば，被告各製品は，ポリグリセリン縮合リシノー
ル酸エステルを含有すると認められる。したがって，本件発明の構成要件②を充足
する。
  ２　争点２（原告の損害）について
    (1)　弁論の全趣旨によれば，被告各製品については，被告吉川化学が製造し，
被告 川商事が販売に関与しているが，両社は密接な関係を保ちつつ，被告各製品
を製造，販売しているとの事実がうかがえるので，被告らの行為は，本件特許権の
侵害行為の共同不法行為を構成する。
    (2)　そこで，原告の被った損害の額（特許法１０２条１項）について検討す
る。
      ア　事実認定
        (ア)　被告各製品の販売額
          　被告各製品は，被告吉川化学が製造し，被告 川商事が販売するとこ
ろ，本件特許が登録された平成１１年４月９日から平成１６年３月までの被告 川
商事による被告各製品の販売量及び販売額は，以下のとおりであると認められる
（年度は同年４月から翌年３月までの期間である（乙１６の１の注記））（乙１６
の１）。
                           　 販売量（トン）　　　　　　　販売額
          　平成１１年度　　　９８．１５４　　　　　４７３５万円
          　平成１２年度　　１２８．３９４　　　　　５２８６万円
          　平成１３年度　　１２５．６４０　　　　　５２７１万３０００円
          　平成１４年度　　１２９．７６２　　　　　５４６９万４０００円
          　平成１５年度　　　９５．４３６　　　　　４０２４万５０００円
          　　　合計　　　　５７７．３８６　　　２億４７８６万２０００円
        (イ)　乳化型ニガリ市場における被告各製品等の市場占有状況
          　原告は，平成１０年４月以降，本件発明の実施品として，豆腐用の乳
化型ニガリ「マグネスファイン」（以下「原告製品」という。）を製造，販売して
いるところ，豆腐の機械的な大量生産に適する乳化型ニガリの市場の９０パーセン
トは，原告製品及び被告各製品で占められている（甲７，３４）。
        (ウ)　原告製品の単位数量当たりの利益
          　原告製品の販売価格は，１トン当たり４１万円であり，原材料費，包
装具，蒸気・電力費，製造委託費及び運賃の経費を控除した利益額は，１トン当た
り２６万３７７４円である（甲３４）。上記認定の利益額について，合理性を疑わ
せるに足りる他の証拠はない。
          　なお，本件において，原告は当初，特許法１０２条２項に基づく損害
のみを請求していたが，被告らにおいて，被告各製品の利益率に関する裏付け資料
を提出することを拒否したため，原告は，やむを得ず，同法１０２条１項に基づく
損害を請求し，原告製品に関する利益率に関する証拠を提出した。甲３４（原告製
品の販売価格の内訳等）には，営業上の秘密を含む事項が記載されているが，上記
の経緯に照らして，判決理由中で，甲３４に関する詳細な認定判断をすることは差
し控えることとする。
        (エ)　原告の実施能力
          　豆腐用の乳化型ニガリの市場において，原告製品及び被告各製品が９
０パーセントを占めること（前記(イ)），被告各製品の購入先は１０社程度である



こと（乙３６）からすると，原告は，原告製品に関し，被告各製品の製造及び販売
数量に相当する需要に対応することができる製造及び販売能力を有していたと認め
られる。
        (オ)　特許法１０２条１項ただし書に係る事情
          　被告らは，特許法１０２条１項ただし書に係る事情として，①被告各
製品は製品自体の特性及び被告らの営業努力によって発生した需要がある，②被告

川商事は，原告が供給を止めた株式会社星高の販路にのみ被告各製品を供給して
いる，として，原告製品と被告各製品には相互の補完関係がないと主張する。
          　しかし，本件全証拠によるも，株式会社星高と原告との取引に関する
事情を認めることはできないこと，豆腐用の乳化型ニガリ製品に対する需要は，平
成１０年４月以降，大手の豆腐大量製造業者に急速に拡大していること（甲８の
１，８の２）等の事情に照らせば，原告製品と被告各製品に補完関係がないとはい
えず，その他，被告らの主張に沿う事実を認めるに足りる証拠はないから，被告ら
の主張は採用できない。
      イ　損害額
        　アで認定した各事実によれば，以下の計算式のとおり，本件特許権の侵
害により原告が平成１１年４月から平成１５年３月までの間に被った損害額は，１
億４８７１万７２００円となる。
            　４８１．９５トン（被告各製品の総販売量）×２６万３７７４円
（原告製品の１トン当たりの販売利益）＝１億２７１２万５８７９円（円未満切り
捨て）
        　同様に，平成１５年４月から平成１６年３月までの間に被った損害額
は，２５１７万３５３５円となる。
            　９５．４３６トン×２６万３７７４円＝２５１７万３５３５円
        　なお，原告は，特許法１０２条２項に基づく損害額も主張するが，被告
各製品の販売により被告らが受けている利益が，前記金額を超えることを認めるに
足りる証拠はなく，前記金額以上の損害額を認めることはできない。
        　また，原告は，上記損害金に対する訴状送達の日の翌日である平成１５
年９月１１日から年５分の割合による遅延損害金を請求しているが，被告らが平成
１５年度（平成１５年４月～平成１６年３月）に販売した被告各製品９５．４３６
トンの販売時期は証拠上不明であるから，平成１５年度の販売による損害２５１７
万３５３５円については，平成１６年４月１日を遅延損害金の起算日とする。
第４　結論
    　以上の次第で，原告の請求は，被告ら各自に対し，①被告各製品の生産等の
差止め，②保有する被告各製品の廃棄及び③１億５２２９万９４１４円及びうち１
億２７１２万５８７９円に対しては平成１５年９月１１日から，うち２５１７万３
５３５円に対しては平成１６年４月１日からそれぞれ支払済みに至るまで年５分の
割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があるから，これらを認容し，そ
の余はいずれも理由がないので棄却する。
    　なお，被告らは，原告の本件請求が権利の濫用である旨主張するが，これを
認めるに足りる証拠はないので，採用することはできない。
    　よって，主文のとおり判決する。

　　　　　東京地方裁判所民事第２９部

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　　　　飯　　村　　敏　　明

                        裁判官　　　　　　　榎　　戸　　道　　也

                        裁判官　　　　　　　山　　田　　真　　紀

（別紙）

                            物　件　目　録



１　被告ら製品　　ミルキィニガリ　【ミルキィニガリ（Ａ）】
　　製　造　者　　有限会社吉川化学工業所
　　販　売　者　　 川商事株式会社
　　食品衛生法に基づく表示
　　　　　　　　　２０℃以下で保存

　　　　　　　　　　　　食品添加物・豆腐用凝固剤
　　　　　　　　　塩化マグネシウム（ニガリ）　３３．０％
　　　　　　　　　グリセリン脂肪酸エステル　　　２．２％

２　被告ら製品　　ミルキィニガリ　【ミルキィニガリ（Ｂ）】
　　製　造　者　　有限会社吉川化学工業所
　　販　売　者　　 川商事株式会社
　　食品衛生法に基づく表示
　　　　　　　　　２０℃以下で保存

　　　　　　　　　　　　食品添加物・豆腐用凝固剤
　　　　　　　　　塩化マグネシウム（ニガリ）　３３．０％
　　　　　　　　　グリセリン脂肪酸エステル　　　１．０％
　　　　　　　　　ソルビタン脂肪酸エステル　　　０．５％

３　被告ら製品　　ミルキィニガリ　【ミルキィニガリ（Ｃ）】
　　製　造　者　　有限会社吉川化学工業所
　　販　売　者　　 川商事株式会社
　　食品衛生法に基づく表示
　　　　　　　　　２０℃以下で保存

　　　　　　　　　　　　食品添加物・豆腐用凝固剤
　　　　　　　　　塩化マグネシウム（ニガリ）　３３．０％
　　　　　　　　　グリセリン脂肪酸エステル　　　１．３％

                                                                以上


